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A 社は、2009 年 10 月に林氏という個人から書面通知書が届き、A 社の商品パッケージ
で使用されている「エビ」図案は林氏が所有する「エビ」図の登録商標権（登録番号
4926663）を侵害した、と通知された。その後、林氏の代理事務所より、A 社が譲渡費用と





害賠償請求訴訟を提起した。そして、A 社に対する請求金額を商標譲渡費用の 10 万元か
ら 100 万元の損害賠償へと変更した。2013 年 2 月に、商標審査委員会が裁定書を下し、
本件の商標は取り消しと裁定された。林氏は、その裁定結果を不服とし、北京市第一中級
人民法院（以下「北京中級法院」という）に対して、商標審査委員会を被告とし、A 社を第三
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者とする行政訴訟を提起した。2013 年 8 月に、北京中級法院は、商標審査委員会の裁定
を取り消し、改めて裁定を下せという商標審査委員会の裁定とまったく違う判決を下した。A
社は北京中級法院の判決を不服とし、北京市高級人民法院（以下「北京高級法院」という）










 林氏は、2005 年 10 月 8 日付けで、エビ図案第 30 類で商標出願を申請した。商標権利

















共和国商標法」（以下「中国商標法」という）第 32 条1と第 45 条2には、③悪意登録された商
標は公知で且つ知名度が高い場合には、中国で著名商標として裁判所に著名商標保護を
                         
1  「中国商標法」第 32 条 商標登録出願は、先に存在する他人の権利を侵害してはならない。他
人が先に使用している一定の影響力のある商標を不正な手段で抜け駆け登録してはならない。 
2 「中国商標法」第 45 条第 1項 既に登録された商標が、この法律の第 13 条第 2項及び第 3項、


























得ず、A 社は林氏に協議解決という態度を示した。しかし、林氏は最初要求した 10 万元か
ら 100 万元に変えて、協議での解決は不可能となった。そこで A 社は、林氏と各売店との間
の訴訟を応援しながら、商標無効宣告の手続に力を入れた。    
 2013 年 2 月 17 日に、商標審査委員会は、林氏が出願した第 4926663 番のエビ商標を
取消し、という結論の裁定書を下した。その理由は、①A 社は先使用事実がある；②A 社の
製品は中国華南地域における知名度が高い；③林氏の出願行為は悪意と判断される。この









                         
3 中国商標法第 58 条は、「他人の登録商標、未登録著名商標を企業商号と使用し、公衆を誤認さ
せ、不当競争行為と構成した場合には、「中華人民共和国反不当競争法」に基づき取り扱うことに
なる。 





























合には、A 社も同じく商標審査委員会を訴えていたであろう。また、中国は 2 審終結制度で、
第 1 審で負けた場合には、第 2 審まで上訴可能である。本発表で議論したように、悪意者の
悪意行為を対応する際には、最も重要なのは「悪意かどうか」の認定であり、その判断根拠
としての 4 つの基準を重視しなければならない。 
しかし、そう言っても林氏が本件で利用した代理店など売店を訴える手段は A 社に大きい
な経済的な損失を被らせた。相手にプレッシャーをかける等のことは、悪意者のみならず、
自己の権利を保護する場合にも、顕著な効果手段としてよく利用される。従って、最善な対
策は自己商標を悪意登録された後の対応ではなく、商標の管理、出願手続をきちんと行うこ
と、という実務上ある意味で当然の事前対応であると考えられる。 
 
